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（４）  区分 【５ データ編（２）経営分析表における品目区分】 

 水産物については、各市場別及び取扱品目別とした。品目区分は豊洲市場の場

合は、鮮魚、大物、特種物、海老、蛸、北洋冷凍、煉製品、合物、塩干物の９区分と

した。各区分にまたがった取扱いを行っているものは、最も高い割合の取扱品に属

する区分に入れた。 

 豊洲市場においては、全般的に専業化の度合が高く、品目区分も比較的明瞭で

あるが、他市場では取扱品が総合化する傾向があり、明確な区分は難しい。この

ため、それぞれの市場の特殊性を勘案し、足立市場は、鮮魚、大物、特種物、塩

干・加工品類の４区分、大田市場は、鮮魚・大物・特種物と冷凍・塩干・加工品類を

別区分として２区分とした。 

 なお、各市場とも佃煮は取扱量が少ないため、塩干物に含めた。 

 青果物については、各市場別及び取扱品目別とし、野菜、果実の区分に加え、野

菜・果実の双方を取扱い、かつ、いずれの割合も３０％を超える業者を野菜・果実

の区分とし、３区分とした。ただし、経営分析表の市場ごとの内訳については、板橋

市場、世田谷市場、北足立市場及び多摩ニュータウン市場は業者数が少ないた

め、区分ごとの表記は行っていない。 

 花き及び食肉については、品目の区分は設けていない。 

 

（５） 留意事項 

 支店の決算数値が本店決算に合算されているため、本店の属する市場の諸数値

は必ずしも当該市場全体の特性を表していない。 

 

（６） 端数表示 

 各項目の金額は、単位未満を四捨五入しているため、内訳の計と合計が一致し

ない場合がある。 

 なお、比率は、各項目によって小数点以下第１位、第２位又は第３位で四捨五入

した。 

 

経営諸指標の算式と内容

内 容

総資本経常利益率
（％）

総 資 本 回 転 率
（回）

売掛債権回転日数
（日）

買掛債務回転日数
（日）

商 品 回 転 日 数
（日）

手元流動性比率
（日）

流 動 比 率
（％）

自 己 資 本 比 率
（％）

借 入 金 比 率
（％）

金 利 負 担 率
（％）

生

産

性

実質的な金利負担がどのくらいで
あるかを示す。この比率が低ければ
低いほど安全性が高い。

従事員一人が平均でどれくらいの
売上げと、売上総利益をあげ、従事
員一人に平均でどのくらいの人件費
を支払っているかを示す。

いずれも、労働生産性の指標では
あるが、従事員一人当たり売上総利
益が最も本来の労働生産性を示すと
考えられる。

従事員一人当たり
売上総利益（万円）

売 上 総 利 益

役 員 ＋ 従 業 員 ＋ パ ー ト 等

従事員一人当たり
人 件 費 （ 万 円 ）

人 件 費
（役員報酬＋従業員給料手当＋福利厚生費＋退職給与引当金）

役 員 ＋ 従 業 員 ＋ パ ー ト 等

従事員一人当たり
売 上 高 （ 万 円 ）

売 上 高

役 員 ＋ 従 業 員 ＋ パ ー ト 等

支 払 利 息 割 引 料 － 受 取 利 息 配 当 金

×１００
売 上 高

現 金 預 金
支払手段の保有高が経常収支の何

日分確保されているか、また、流動

負債に対し流動資産の備えがどのく

らいあるかを示す。これらの数値が

高いほど、支払いに余裕があり、安

全性が高いといえる。流動比率は、

１５０％以上が望ましい。

借 入 金
×１００

総 資 本

×３６５
売 上 高

３６５
仕 入 高

自 己 資 本 （ 資 本 金 ＋ 内 部 留 保 ）

×１００
総 資 本

流 動 資 産
×１００

流 動 負 債

売 上 総 利 益 （ 売 上 高 － 売 上 原 価 ）

売 上 高
×

効

率

性

×

売 上 高

総 資 本

経常利益率（％）

１００営業利益率（％）

経営諸指標（単位） 算 式

経常利益（営業利益＋営業外収益－営業外費用）
×１００

売 上 高

売上総利益率（％）

営業利益（売上総利益－販売費及び一般管理費）
×

収

益

性

売 上 高

買 掛 債 務 （ 買 掛 金 ＋ 支 払 手 形 ）

売上総利益は粗利率とも呼ばれ、

企業の利益の第一の源泉である。営

業利益は企業本来の営業活動の結果

生じた利益である。経常利益は営業

活動のほか、資金運用又は調達活動

を含めた全般的な経営活動の成果を

示す。それぞれの利益率により、企

業の経営活動の特性が大づかみに把

握できる。

経 常 利 益

総 資 本
×１００

売 上 高

企業の投下運用している総資本に
対する収益力を示す。

１００

安

全

性

総資本回転率は、投下資本が１年

間に何回転したか、つまり資本の使

用効率を示す。これは、各資産の回

転率が高くなれば総資本回転率も高

くなり、現金預金その他の回転率を

把握し要因を分析する必要がある。

ここでは仲卸経営において特に重要

と思われる売掛債権と商品について

１回転に何日間を要するかを示す回

転日数を計算した。また、資金負担

との関連で、買掛債務回転日数を売

掛債権回転日数と対比して示した。

期 末 在 庫 商 品
×３６５

売 上 原 価

売 掛 債 権 （ 売 掛 金 ＋ 受 取 手 形 ）
×３６５

自己資本及び借入金の総資本に対
する割合を示す。資本の調達源泉と
して、自己資本依存が高いほど安全
性が高く、借入金依存が高いほど危
険性が高い。自己資本比率は５０％
以上、借入金比率は３０％以内が望
ましい。
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